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地域住民による健康・スポーツ活動の普及と実践事例
The cases of health and sports activity practice and spread by local residents
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Ⅰ．はじめに
健康づくりのための運動とスポーツ活動の普及を行う
ことは，高齢社会となったわが国の社会保障費を鑑みて
も重要な柱となっている。北海道は，積雪寒冷地である
地域特性から以下の理由により継続した健康づくりのた
めの活動を行うことへの制限がある。第一に，冬期間の
日照時間の減少，積雪などのさまざまな要因により身体
活動量が減少する１）。第二には，健康・スポーツ活動の
普及には，通いやすい運動施設と適切な助言や指導ので
きる運動指導者が必要である。北海道の都市部以外の地
域においては指導員の不足が課題となっている２）。
健康づくりのための運動を効果的に行おうとする場合，
北海道の都市部以外の地域においては行政の施策に頼る
ところが大きい。さらに都市部で活動を行っている専門
の運動指導員に依頼を行うことが多いため，恒常的に指
導を受けることは難しい。したがって，個人の意欲や周
囲に実践者がいるなどの環境が継続への大きな要素とな
る。地域に専門の運動指導員がいない場合には，ボラン
ティア活動を中心とする地域住民が運動指導員の構成員
となり，行政の積極的な支援が健康・スポーツ活動の普
及に大きな影響力を与える。さらに，行政が指導員や運
動実践者の活動意欲を維持させていくにはその費用など
に限界があり，地域住民の強い志しに頼らざるを得ない３）。
北翔大学北方圏生涯スポーツ研究センターの研究とし
て，平成２１年４月から平成２２年３月の期間に，北海道内
のいくつかの都市部以外の地域における健康・スポーツ
活動の普及について，実態調査を行った。その成果のう
ち２例について報告する。
Ⅱ．Ku町の介護予防サポーター養成事業
Ku町は，北海道道東の北見市の南西部に隣接する面
積１９０．８９，人口５，７００人余の自治体である。基幹産業
は野菜等の農作物生産やその加工と，木材加工である。
高齢化率３０．２％（平成２１年４月「住民基本台帳関係年報」
北海道総合政策部地域行政局市町村課）で北海道内の高
齢者比率と比べ高めになっており，高齢者の健康維持は
町財政を健全化するための喫緊の課題である。行政とし
ても高齢者医療費等の医療福祉関連経費を抑えるために，
介護予防関連事業を積極的に取り組んできている。
表１はこれまでに行われたKu町における介護予防関
連事業である。当初は高齢者のための介護予防を目的と
した「転倒予防教室」「介護予防教室」や，健康づくり
を目的とした「健康体力相談会」「ヘルスアップ教室」な
ど，直接的に対象となる住民へ働きかけたものであった。
筆者はそれらの事業に「健康運動指導士」として，専
門的な運動実施の支援を行ってきた。事業の実施にあたっ
ては，町福祉保健課が主体的に参加者の募集を行い，健
康運動指導士である筆者が事業の実施を行うものであっ
た。また事業評価については両者で個別評価を含めて行っ
てきた。その結果，身体機能の向上や身体活動意欲の向
上など一定の効果が得られ，事業そのものの成果が見ら
れた。しかしながら，事業の実施主体が行政と外部の指
導者に委ねられていたため，参加者は受け身の姿勢とな
り，事業終了後に継続した身体活動を担保することがで
きず，得られた成果を維持させることが課題となっていた。
そのため２００６年度からは，「介護予防研修会」といった，
介護予防事業への参加対象を取り巻く住民への周知を目
的とした事業を，町福祉保健課と筆者で計画し開催した。
そのうちに継続した身体活動を行いたい参加者が増加
し，自主的に参集するなどの機会を多く持つようになっ
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たが，指導者が不足しているため自主化したグループ内
で持ち回りで指導の役割を行うなど行ってきた。
そこで筆者は，２００８年度から北方圏生涯スポーツ研究
センターの研究テーマとして計画した住民サポーターの
輩出に関する調査を行うこととし，２００９年度には町福祉
保健課と連携して，指導的役割を持つ住民を輩出するた
めの「介護予防サポーター養成事業」を行った。さらに，
住民サポーターについては，実際の活動が行える自治会
地区をモデル化して介護予防事業を展開した。その結果，
モデル化した自治会の事業参加者と指導的役割をもった
住民の活動が，円滑に進むようになった。
その後，指導的役割を持つ住民の活動を行政として支
援するために社会福祉協議会で備えた「ボランティアセ
ンター」を活用した。結果，介護予防に資する人的資源
を保有するようになった（写真１～写真４）。
このように事業が継続し進んでいく過程において，事
業を支える人的資源の範囲が，行政や外部専門指導員
（健康運動指導士）などの専門知識を持つ者から，民生
委員や介護予防サポーターなどの住民へと広がっていき，
町全体で高齢者の健康づくりを支えていくという気持ち
が醸成されてきているといえる。
Ⅲ．Be町の健康づくり協会設立
Be 町は，北海道道東の根室市に隣接する面積１３２０．２２
と広大な自治体である。人口は１６，０００人余で基幹産業
は酪農や漁業を中心とした第１次産業が多くを占める。
町保健福祉課の調査によると，生産産業が中心であるが
機械化のために高齢者を含めた成人の関節疾患や生活習
慣病，また子どもの肥満化が課題となっている。
体育振興については従来から盛んに行われてきており，
年に１度のマラソン大会には遠隔地からの参加者が多く
集まってきている。また体育施設が充実しているため，
本州や北海道内から夏季合宿に多く訪れている。そのた
めに住民の抱えている健康課題を解決するために，町の
充実した体育施設の活用法を町社会体育関連部署と町保
健福祉関連部署で協議を重ねてきた。筆者も以前から健
康体力づくりの町主催事業が行われる際に，健康運動指
導士の立場で訪町する機会があったため，幾度かの協議
に加わってきた。
筆者も以前から生涯スポーツを通じた健康づくりをテー
マに，ノルディックウォーキングなどのイベントや健康
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表１ Ku町の介護予防関連事業（２００２年度～２００９年度）
資料１ Be町健康づくり協会設立経緯
別海町では平成２０年３月に「地域の一人ひとりの健康寿命延伸の一環と
して健康運動の普及等を行う自主的活動」を目的に団体を立ち上げました。
団体名は［別海町水中運動推進委員会 JANE]と称します。
立ち上げには，行政の社会体育課や保健福祉課，水中運動インストラク
ター，地元企業の自営業者などに声をかけ，賛同してもらい発足へと至り
ました。
まず始めに，団体の存在周知と健康への関心をテーマに無料の冊子を作
成。作成にかかる費用は，地元企業から広告協賛として集めて歩きました。
冊子が出来上がるまでの間の主な活動としては，水中運動サークルへの支
援・高齢者運動グループへの支援，平成２１年４月に冊子「ここわら」が出
来上がり，以後は地域配布も並行して行ってまいりました。
上に述べた団体（以後 JANEと記す）で行った事業をもとに今後の活
動を考えたとき，水中運動だけでなく様々な健康運動を取り入れていかな
ければ，JANEの目的に沿っていかないという結論に達し，町の社会体育
課・保健福祉課の担当者を交え，数度にわたり意見交換をしながら今後の
方向性の具体案を練ってきました。
そこで，以下のような問題点と課題があげられました。
○町内の健康運動に携わるインストラクターや住民や賛同してくれる方々も共に活動してもらう
○今以上にしっかりとした組織であるべきだ（協会化か？財団化か？）
○行政に頼るのではなく，町民が主体であるべきだ（町の財政も厳しく，今後の運動教室開催継続に不安！）
○しっかりとした組織であれば，組織内での情報交換なども可能になる（指導者同士のコミュニケーションなど）
このような流れからまずは JANEを協会化し，町の体育協会に登録しましょうという運びになりました。名称
を「別海町健康づくり協会 JANE」と改め，現在協会に向けて動いているところであります。
（平成２２年２月 設立記念事業「からだのしくみセミナー」での説明資料より）
２００２年度 一般高齢者施策として「いきいきらいふ教室」
２００３年度 一般高齢者施策として「いきいきらいふ教室」
「いきいきらいふ教室」参加者からの自主グループ「ハイカラくらぶ」設立
２００４年度 一般高齢者施策として「いきいきらいふ教室」
「いきいきらいふ教室」参加者からの自主グループ「悠友くらぶ」設立
健康づくり施策として「健康体力相談会」
２００５年度 一般高齢者施策として「いきいきらいふ教室」
健康づくり施策として「健康体力相談会」
健康づくり運動普及事業として「ヘルスメイト養成講座」
２００６年度 一般高齢者・特定高齢者施策として「いきいきらいふ教室」
介護予防研修会
２００７年度 モデル地区介護予防事業（若富町）
通所型介護予防事業
介護予防研修会
２００８年度 モデル地区介護予防事業（若富町，東幸町）
通所型介護予防事業
介護予防指導者スキルアップ支援
介護予防サポーター養成事業
２００９年度 特定高齢者施策として「いきいきらいふ教室（はっちゃき塾）」
モデル地区介護予防事業（若富町，東幸町，末広町）
通所型介護予防事業
介護予防サポーター養成事業（初級・中級）
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運動教室の町主催事業が行われる際に，健康運動指導士
の立場で訪町する機会があったため，幾度か協議に加わ
り，運動指導を行える人材の重要性について訴えてきた。
協議を進めていく中で，プール施設のオープンをきっか
けに水中運動による運動教室を多く行ってきたが，健康
づくりの運動を専門とした運動指導員が町には在住して
いないために，継続した運動機会の確保が住民の自発的
なサークル活動に委ねることとなり，多くの住民に対し
て与えることができなくなっていた。そのため２００５年度
からは，筆者を中心としたメンバーが活動を行っている
「（NPO）北海道水中運動協会」（２００８，上田３））と連携
して住民による指導者養成を行うようになり（写真５），
２００９年度には１８名の水中運動指導員が町に存在するよう
になった（写真６）。多くの水中運動を指導する人材が
輩出されたため，その活用を目的として町の水中運動指
導員が町関連部署担当者や筆者と協議を進め，指導員に
よる健康づくり協会を立ち上げることとなり（資料１），
Be町体育協会に加盟して行政や住民からの依頼に応じ
ながら，指導員の派遣や運動教室の企画・実施・評価を
すすめている。筆者もアドバイザーの形で参画をしてお
り，「自らの町は自らが守る」といった住民の意識改革
に寄与していると考えられる。今後においては，地域住
民の健康づくりのため生涯スポーツが，継続して実施で
きることを促す支援を続ける必要がある。
Ⅳ．まとめ
今回収集した２例については，いずれも住民の「自分
の町は自分たちで守る」という気持ちが，形作られたも
のである。それは行政関連部署担当職員が，健康・スポー
ツ活動を通じた健康づくりを継続することで，住民の生
活の質を向上させることができるという強い信念を持ち，
意欲的に事業を行ってきたことに起因する。その行動に
感化された住民の意思が一体となってあらわれたものと
思われる。北海道における都市部以外の地域で抱える課
題は多くあるが，そのうちの健康・スポーツ活動を通じ
た健康づくりが普及されるには，効果的な運動プログラ
ムをより多くの住民に対して個別的に与え，それが継続
して活動されることで実的な効果があらわれるため，専
門指導員や担当係にまかせるだけではなく，住民それぞ
れが地域の課題を共有し，住民それぞれが役割を持ち担
うことが必要であると考える。そのために今後も引き続
き効果的な運動プログラムを開発するだけではなく，普
及するための手法を研究する必要性がある。
付 記
本研究は，平成２１年度北翔大学北方圏生涯スポーツ研
究センター研究費の助成を得て実施されたものである。
文 献
１）須田力 編著：雪国の生活と身体活動．１１３１３５，北
海道大学出版会，札幌，２００６．
２）電通総研スポーツ文化研究所：スポーツ生活圏構想．
２６５２，厚有出版，東京，１９９９．
３）上田知行：北海道における健康・スポーツ活動の普
及とNPOの役割－水中運動指導員養成プログラム
より－．北翔大学生涯学習システム学部研究紀要，８：
１１１，２００８．
写真５ Be町水中運動セミナーの様子 写真６ Be町水中運動指導士
地域住民による健康・スポーツ活動の普及と実践事例
―４０―
